
充
足
」
に
つ
い
て
指
摘
を
受
け
て
い
る

こ
と
か
ら
も
、
新
設
す
れ
ば
定
員
が
充

足
で
き
る
わ
け
で
は
な
い
現
実
を
直
視

し
た
い
【
図
表
15
】。

　事
前
調
査
を
効
果
的
に
活
用
し
て
い

る
取
り
組
み
例
を
【
図
表
16
】
に
挙
げ

た
。
こ
れ
ら
を
見
る
と
、
高
校
と
の
関

係
構
築
や
、
志
望
度
の
高
い
学
生
に
新

学
部
学
科
の
存
在
を
知
ら
せ
る
手
段
と

し
て
も
、調
査
は
有
用
だ
と
言
え
よ
う
。

      

自
学
の
コ
ア
バ
リ
ュ
ー
や
地
域
の

特
徴
を
軸
に
し
て
は
ど
う
か
。

　特
色
づ
く
り
の
難
し
さ
を
龍
谷
大
学

の
岡
田
氏
（
P.
17
）
は
こ
う
述
べ
る
。

「
設
置
初
年
度
は
特
色
が
あ
っ
て
も
、

翌
年
度
に
似
た
特
色
を
持
つ
学
部
学
科

が
現
れ
、
時
間
と
と
も
に
独
自
性
が
失

わ
れ
る
例
が
多
い
。Ｄ
Ｘ・Ｇ
Ｘ
系
の
よ

う
な
注
目
を
集
め
る
分
野
は
設
置
が
集

中
す
る
た
め
、
簡
単
で
は
な
い
が
、
他

大
学
が
ま
ね
し
づ
ら
い
オ
ン
リ
ー
ワ
ン

の
要
素
が
必
要
だ
」。

　自
学
に
と
っ
て
ま
っ
た
く
の
新
規
分

野
に
挑
戦
し
、
リ
ソ
ー
ス
も
な
い
中
で

独
自
の
教
育
を
つ
く
る
の
は
難
度
が
高

い
。
そ
れ
よ
り
は
、
自
学
が
大
切
に
し

て
き
た
価
値
観
や
取
り
組
み
、
地
域
の

特
徴
を
リ
ソ
ー
ス
に
し
て
現
在
や
未
来

の
課
題
解
決
に
資
す
る
教
育
を
組
み
立
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定
員
確
保
に
向
け
た
マ
ー
ケ
テ
ィ

ン
グ
と
し
て
複
数
回
実
施
。

　認
可
申
請
も
届
出
も
、「
学
生
の
確

保
の
見
通
し
等
」の
提
出
は
必
須
だ【
図

表
14
】。
２
０
２
５
年
度
開
設
の
大
学
、

学
部
等
の
設
置
審
査
か
ら
同
項
目
の
審

査
基
準
が
厳
し
く
な
り
、
受
験
対
象
者

等
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
加
え
、
競

合
大
学
の
状
況
、
募
集
活
動
の
内
容
や

そ
の
効
果
の
見
込
み
、
地
域
ニ
ー
ズ
な

ど
を
分
析
し
て
、
定
員
を
確
保
で
き
る

こ
と
を
証
明
す
る
必
要
が
あ
る
【
P.

23
図
表
2
】。「
手
引
」
に
は
審
査
の
観

点
も
明
記
さ
れ
、
調
査
項
目
や
分
析
方

法
の
詳
細
ま
で
載
っ
て
い
る
。

　た
だ
、
こ
の
調
査
分
析
を
、
書
類
作

成
の
た
め
だ
け
に
行
う
の
は
も
っ
た
い

な
い
。大
学
に
と
っ
て
新
学
部
学
科
は
、

企
業
の
新
商
品
と
同
じ
だ
。
企
業
が
試

作
品
で
消
費
者
調
査
を
行
い
、
改
善
を

施
し
た
り
売
り
方
を
検
討
し
た
り
す
る

の
と
同
様
、
新
学
部
学
科
も
複
数
回
の

事
前
調
査
を
行
い
、
構
想
を
磨
い
て
い

く
こ
と
が
成
功
へ
の
近
道
だ
。

　事
前
調
査
の
結
果
、
定
員
を
満
た
す

ほ
ど
の
入
学
意
向
者
が
見
込
め
な
い
場

合
、
コ
ー
ス
等
、
小
規
模
な
教
育
課
程

か
ら
の
ス
タ
ー
ト
も
検
討
し
た
い
。
設

置
計
画
履
行
状
況
等
の
調
査
で
、
４
割

弱
の
新
学
部
学
科
が
文
科
省
か
ら
「
未

て
る
ほ
う
が
、
自
学
ら
し
さ
に
つ
な
が

り
、
広
報
上
、
ス
ト
ー
リ
ー
化
し
て
伝

え
や
す
い
【
図
表
17
】。
自
学
で
は
当

た
り
前
の
こ
と
で
も
、
第
三
者
に
は
魅

力
的
に
映
る
例
は
多
い
。

　佐
賀
大
学
は
、佐
賀
県
が
掲
げ
る「
コ

ス
メ
テ
ィ
ッ
ク
構
想
」
に
着
目
。
コ
ス

メ
テ
ィ
ッ
ク
サ
イ
エ
ン
ス
分
野
に
お
け

る
研
究
実
績
も
あ
っ
た
た
め
、
コ
ス
メ

テ
ィ
ッ
ク
サ
イ
エ
ン
ス
学
環
を
構
想
し

た
。
福
井
県
立
大
学
は
、
県
の
観
光
資

源
に
な
っ
て
い
る
恐
竜
を
一
般
教
育
科

目
等
で
教
育
の
題
材
に
し
て
き
た
が
、

博
物
館
や
発
掘
現
場
に
近
い
利
点
を
活

か
し
学
部
化
。他
の
４
大
学
も
、こ
れ
ま

で
力
を
入
れ
て
き
た
特
徴
あ
る
教
育
な

ど
を
新
学
部
の
基
軸
に
据
え
て
い
る
。

      

開
設
３
〜
４
年
前
に
開
始
。
中
学

生
や
高
１
生
の
段
階
か
ら
認
知
拡
大
を
。

　学
生
募
集
に
つ
い
て
は
認
可
書
到
着

後
、
届
出
後
か
ら
し
か
開
始
が
許
さ
れ

な
い
ル
ー
ル
が
あ
る
が
、
広
報
（
文
科

省
の
表
現
で
は
Ｐ
Ｒ
活
動
）
は
、
直
接

的
な
募
集
活
動
を
せ
ず
、
た
だ
し
書
き

を
付
け
る
な
ど
の
条
件
を
守
れ
ば
、
い

つ
か
ら
で
も
可
能
だ
【
P.
26
図
表
18
】。

学
部
学
科
が
多
数
新
設
さ
れ
る
中
で
、

高
校
生
や
保
護
者
、
高
校
に
認
知
さ
れ

る
の
に
は
時
間
が
か
か
る
。
広
報
は
早

調
査
を
実
施
し
よ
う
。

　構
想
、
設
計
段
階
で
は
、
検
討
中
の

内
容
が
そ
の
ま
ま
広
報
材
料
に
な
る
た

め
、
設
置
準
備
組
織
内
に
広
報
機
能
を

持
た
せ
る
と
よ
い（
③
）。そ
の
う
え
で
、

自
学
な
ら
で
は
の
ス
ト
ー
リ
ー
を
も
っ

て
広
報
に
臨
も
う
（
④
）。「
ミ
ッ
シ
ョ

ン
（
社
会
に
対
す
る
使
命
感
）、
パ
ッ

シ
ョ
ン
（
学
生
の
成
長
に
ど
う
向
き
合

う
の
か
）、
ア
ド
ミ
ッ
シ
ョ
ン
（
ど
う

い
う
学
生
と
未
来
を
つ
く
っ
て
い
き
た

い
の
か
）
を
ス
ト
ー
リ
ー
と
し
て
広
報

で
訴
え
た
い
」（
京
都
産
業
大
学
）。

　並
行
し
て
行
う
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
調

査
も
、「
学
生
確
保
の
見
通
し
調
査
」
の

Ｑ
＆
Ａ
で
見
た
よ
う
に
、
広
報
活
動
、

高
校
と
の
関
係
構
築
に
役
立
つ（
⑤
⑥
）。

　な
お
、
開
設
直
後
は
ま
だ
認
知
度
が

低
い
た
め
、
広
報
用
の
予
算
は
開
設
前

だ
け
で
な
く
、
で
き
れ
ば
開
設
後
１
〜

２
年
分
も
確
保
し
て
お
き
た
い
（
⑦
）。

      

設
置
計
画
と
の
連
動
、
高
大
連
携
、

総
合
型
選
抜
の
活
用
【
図
表
20
】。

　新
学
部
の
入
試
の
設
計
は
入
試
担
当

の
教
員
や
学
部
に
一
任
し
、
最
後
に
書

類
で
他
の
事
項
と
合
体
さ
せ
る
大
学
も

あ
る
よ
う
だ
。
し
か
し
、
設
置
・
募
集

計
画
と
入
試
計
画
の
進
行
が
別
で
は
、

欲
し
い
学
生
像
と
入
試
の
内
容
に
齟
齬

が
出
て
も
お
か
し
く
な
い
。
入
試
制
度

期
ス
タ
ー
ト
が
鉄
則
だ
【
図
表
19
】。

上
記
に
は
、
広
報
用
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の

例
と
掲
載
項
目
を
載
せ
て
い
る
。
佐
賀

大
学
、
京
都
産
業
大
学
は
、
開
設
１
年

５
か
月
前
に
は
発
行
し
て
い
る
。
千
葉

工
業
大
学
は
２
０
２
５
年
新
学
科
開
設

を
２
０
２
４
年
１
月
に
決
定
し
、
約
半

年
で
届
け
出
た
ス
ピ
ー
ド
開
設
。
広
報

期
間
が
限
ら
れ
て
い
た
が
、
出
せ
る
情

報
を
２
回
に
分
け
て
発
信
し
、
高
校
へ

の
認
知
を
図
っ
た
（
P.
36
参
照
）。

　理
想
の
ス
タ
ー
ト
時
期
（
①
）
は
、

初
年
度
入
学
者
が
中
３
、
高
１
の
段
階

（
開
設
の
４
年
ま
た
は
３
年
前
）。
低
年

次
向
け
に
広
報
を
行
い
、
新
学
部
学
科

で
学
ぶ
イ
メ
ー
ジ
を
刷
り
込
ん
で
い

く
。
遅
く
と
も
、
開
設
の
２
年
半
前
ま

で
に
は
始
め
た
い
。
こ
の
時
期
を
過
ぎ

る
と
、
初
年
度
入
学
者
に
な
る
学
年
が

文
理
選
択
を
終
え
、
新
学
部
の
魅
力
が

伝
わ
ら
な
い
ま
ま
入
学
可
能
性
の
あ
る

生
徒
を
ご
っ
そ
り
失
う
恐
れ
が
あ
る
た

め
だ
。
特
に
理
系
は
文
系
よ
り
選
択
者

が
少
な
い
。
苦
手
科
目
の
関
係
な
ど
か

ら
安
易
に
文
系
を
選
択
し
て
し
ま
う
前

に
、
自
学
で
の
学
び
の
魅
力
を
し
っ
か

り
伝
え
て
お
き
た
い
。
そ
の
段
階
で
は

広
報
材
料
は
限
ら
れ
る
が
、
開
示
可
能

な
情
報
は
速
や
か
に
出
そ
う（
②
）。「
観

測
気
球
」
と
し
て
、
中
高
生
や
社
会
の

反
応
を
う
か
が
う
意
味
合
い
も
あ
る
。

情
報
を
出
し
て
か
ら
の
変
更
は
ほ
ぼ
不

可
能
。
そ
の
た
め
に
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

を
含
め
、
申
請
書
類
に
記
載
し
た
設
置

計
画
は
、
合
理
的
な
理
由
な
く
変
更
で

き
な
い
。
特
に
入
試
制
度
の
変
更
は
、

志
願
者
へ
の
十
分
な
周
知
期
間
が
必
要

と
な
る
。
競
合
校
の
入
試
制
度
や
科
目

を
調
べ
、
自
学
の
受
験
者
層
の
特
性
も

考
慮
し
つ
つ
、
学
部
構
想
や
募
集
戦
略

と
連
携
し
て
検
討
し
た
い【
図
表
20
❶
】。

　入
試
担
当
者
は
、
め
ざ
す
教
育
や
人

材
像
を
理
解
し
た
う
え
で
、
高
校
に
も

意
見
を
求
め
た
い
（
❷
）。
例
え
ば
京

都
産
業
大
学
が
開
設
予
定
の
新
学
環

は
、ア
ド
ミ
ッ
シ
ョ
ン・ポ
リ
シ
ー
（
Ａ

Ｐ
）
に
沿
う
学
生
を
採
れ
る
よ
う
、
高

校
教
員
と
意
見
交
換
を
し
な
が
ら
総
合

型
選
抜
を
設
計
し
て
い
る
。Ａ
Ｐ
で
探

究
学
習
に
力
を
入
れ
た
生
徒
を
意
識
し

て
い
る
旨
を
高
校
に
話
し
た
と
こ
ろ
、

「
探
究
の
力
が
あ
る
が
面
接
が
苦
手
な

生
徒
の
、
意
欲
や
取
り
組
み
を
評
価
し

て
も
ら
え
な
い
か
」
と
の
意
見
を
も

ら
っ
た
と
い
う
。
共
に
大
学
教
育
を
つ

く
り
上
げ
て
い
く
と
い
う
参
画
感
や
連

携
感
を
高
校
教
員
が
抱
け
ば
、
学
生
確

保
に
も
よ
い
影
響
が
出
る
だ
ろ
う
。

　新
学
部
学
科
の
コ
ン
セ
プ
ト
に
合
う

学
生
を
採
る
た
め
に
は
、
入
試
設
計
の

自
由
度
が
高
い
総
合
型
選
抜
を
活
用
し

た
い
（
❸
）。
体
験
イ
ベ
ン
ト
や
中
高
の

学
習
支
援
等
で
生
徒
の
興
味
や
意
欲
を

高
め
な
が
ら
新
学
部
学
科
の
学
び
を
伝

え
、
入
試
へ
の
動
線
を
引
く
接
続
型
入

試
で
、質
と
数
の
両
面
を
確
保
し
た
い
。

「基幹教員制度」にまつわる誤解や理解不足
　近年、設置された学部や大学院の手続きにおいて、「設置認
可」と「届出」の割合は３：７程度です【図表１】。2019～2021年
度にかけて設置認可申請が多かったのは、専門職大学設置の申
請が多かったため。法令や制度の理解不足などに起因する理由
で、保留件数も多い状況がありました。
　大学設置分科会が審査するのは、教学面です。育てる人材像
から見てＤＰは妥当なのか？ ＣＰやＡＰ、カリキュラムや教員構成、
入試は整合性が取れているかなど、一気通貫が重要です。この点
は、文部科学省が毎年度作成している「手引」に明記されている
ので、しっかりと参照していただければと思います。
　もう一つ、教育機関として安定的に運営するためには、育てる人
材像が、地域や社会が求めるものと一致している裏付けも欠かせ
ません。国の支援策や社会情勢を受けて、ＤＸ・ＧＸをテーマにした
学部を多くの大学が構想中ですが、いかなる分野であっても審査の
観点は変わらず、どんな人材が必要とされているのか、その人材をい
かにして育てるのかを確認します。もちろん、ＤＸ・ＧＸが成長分野で
あることは認識しています。しかし、審査で求めているのは、「成長分
野だからデジタル人材にニーズがある」という抽象的な表現ではな
く、自学が、定員を満たせる根拠です。デジタル人材と言ってもさまざ
まです。本当に募集エリアの地域で必要とされるのか、地域はどん
な人材を求めているのかを吸い上げ、書類に落とし込んでください。
　2022年度の大学設置基準改正によって基幹教員制度が導
入され、「学部教育に責任を負う体制」として定義が明確化されま
した。限られた教員を多方面に登用できる制度であるため、ＤＸの
ように教員不足の分野で新設・改組を行う際は、活用のしがいが
あるでしょう。一方で、実務家教員を集めて、その教員らが教えられ
ることを寄せ集めたものを「カリキュラム」と称しているケース、他に
も、一教員を同一学部内の複数学科で基幹教員にカウントしたり
するなど、制度に対する誤解も多く見られます。法令違反になるこ
ともあるため、改正基準についてしっかり理解を深めてください。
　学際系についても注意が必要です。自学にとっての「学際」の
定義や、カリキュラムでの融合のさせ方、ふさわしい学位などは明
確でしょうか。既存の学問をただ組み合わせただけでは、学生から
すると、自分は何を学んだのかあやふやになります。学生視点で納
得できる解を示してほしいと思います。
　設置後に行う「設置計画履行状況等調査（ＡＣ）」で、2023年
度は385校中63校に大幅な収容定員未充足の状況が見られま
した。ぜひ、「学生確保の見通し」については詳細かつ論理的に
分析していただきたいと思います。例えばあらかじめ地域の高校、

自治体、資格団体と連携して志願者を増やすなど、ニーズを掘り
起こせる余地を感じる例もありました。教員の高齢化も多く指摘さ
れています。教育の持続可能性を考えれば、次世代の教員の確保
が必須です。ぜひ長期的視点で計画を検討していただきたいです。

「ニーズ」「整合性」「質の高い教育環境」の追求を
　新設するうえで、最も大切なのは、教育の幹になる部分です。ま
ずは地域や社会のニーズを把握したうえで、理念の基に育てたい
人材像、授業科目や担当教員を検討し、第三者が見て納得できる
整合性があるかを確認してください。３つのポリシーに沿う仕組み
が備わっているかをチェックするという意味では、自己点検評価と
同じです。一担当者に任せきりにせず、学長が自身の言葉で説明
できるレベルになるよう、組織的に進めてほしいと思います。
　書類の記入者ごとに考えが違ったり、学内の議論が十分でな
かったりすると、例えばＤＰの文言が書類によって異なるといった
不備が発生しやすくなります。整合性という観点から単なる誤字と
見過ごすわけにはいかず、指摘せざるを得ません。
　2040年度に予測される大学進学者数は46万人で、現在の入
学定員の７割強しか埋まりません。中教審特別部会では、設置認
可の厳格化も議論されています。しかし、変化の激しい社会だから
こそ新陳代謝は必要で、新たな大学学部学科を設置する意義は
今後も確実に存在します。社会や地域のニーズにのっとり新しい
発想で行われる質の高い教育に対しては、常に門戸は開いていま
す。日本の“知の総和”の向上のためにも、ニーズがあり、理念があ
り、質の高い教育環境を整えた新しい学部の設置を期待します。

文科省に聞く！

鈴木 宏幸大学教育・入試課
大学設置室長

その計画は人材像に基づいた
一気通貫の整合性があるかどうか？

すずきひろゆき●2003年文部科学省入省。初等中等教育企画課課長補佐、初等中等教育局視学官、
在ブラジル日本国大使館一等書記官、文部科学大臣秘書官などを経て、2024年より現職。

文科省に聞く！
大学設置分科会の視点学校法人分科会の視点

笹原 康平私学部私学行政課
専門官

ささはらこうへい●2006年文部科学省入省。官房政策課、官房総務課、私学助成課総括係長、政策
大学院組織マネジメント課長、高等教育政策室大学院振興専門官などを経て、2023年より現職。

将来にわたって安定的な運営ができるかが焦点
　学校法人分科会は私立学校法に基づき、寄附行為が基準に
適合しているかを審査します。審査の主な焦点は、財政計画と管
理運営面です。私立学校の運営は自己資金によるところが大きい
ため、財政基盤がなければ、学費の急激な値上げや教育の質の
低下を招き、学生に大きな影響を及ぼします。永続的な経営のた
めに、十分な資金（原則、申請時点での現預金）があるのかや、財
務状況や設置計画に係る財務計画の妥当性を確認します。大学
設置分科会とは審査の観点が異なることから、申請等も別に行
い、意見の伝達もそれぞれの分科会から行われます。両方から
「可」の判定とならなければ、設置は認められません。
　近年の課題としては、審査基準の改正後、初めての審査となっ
た「学生の確保の見通し」で、合理性に欠ける説明もあった点で
す。単に記入欄が埋まっていればいいわけではなく、「手引」に示し
たように、募集エリアの人口動態や社会的な需要、競合校の状況
など、将来を見据えての分析が求められています【図表２】。私学は
その収入源の大半は学納金です。定員充足は、設置認可だけで
なく、経営上、非常に重要な事項です。
　まだ、学生確保の見通しに係る審査の観点が変更になって間
もないこともあり、誤解されがちなのが、入学意向に関する説明で
す。「手引」で示した集計結果に基づく第１志望者数を示す必要
はありますが、第１志望者だけで定員を満たすことを求めているわ
けではなく、例えば過去の自学実績で第２志望者の50％、第３志
望者の10％が入学していれば、それらを入学者見込みに加えるこ
とについて、説明することも可能です。また、申請時点では進路が
明確でない高校３年生以外が調査対象であるため、申請以降の

オープンキャンパスで行ったヒアリングデータなどを分析し、必要に
応じて補足説明することも可能です。

設置準備組織だけでなく、法人全体で臨むべき
　近年のＡＣの状況を見ると、マイナス収支と定員未充足の改善
の指摘がめだちます【図表３】。収容定員充足率が0.5倍以下の
学部等がある場合、新たな学部等の新設が認められません。経営
状況が更に悪化する前に、その要因分析や対応策に取り組む必
要があります。現在、大学や学部等を設置する際の寄附行為変
更認可申請時にリスクシナリオの提出を求めていますが、申請時
以外でも、損益分岐点となる学生数の算出、それを下回った際の
財務シミュレーションなどリスクシナリオの検討も行ってほしいと思
います。また、教学監査の未実施など、ガバナンス面の指摘も少な
くありません。2025年度から改正私学法が施行されるため、監事
の役割などを含め、ガバナンスもいま一度、見直してみてください。
　学部等の新設が経営を悪化させている例もあります。中教審特
別部会では、設置認可の厳格化も議論されており、学校法人分科
会の審査についても具体な検討がされる予定です。一方、同特別
部会では再編・統合についての議論もされており、例えば、定員未
充足の状況にある大学等を統合した場合のペナルティ措置を緩
和するための制度改善についての検討についても言及がされてお
り、今後それらについても検討する予定です。
　新設・改組を前向きな力にするには、構成員が自法人の状況を
客観的に認識し、法人全体で方向性を一つにすることが大切で
す。安定した財政基盤がなければ、安定した教育はできません。設
置認可を目的とするのではなく、その後の法人運営を想定して新
設の計画に臨んでください。
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設置認可（年度合計）

設置届出（年度合計）

※（ ）は大学新設（大学院大学、短期大学、専門職大学、専門職短期大学、高等専門学校含む）の件数
＊文部科学省提供資料より

【図表1】近年の設置認可・届出の推移
開設年度

判

　定

設置認可申請

可

取下げ

不可

保留件数

保
留
後
の
判
定

可

取下げ

不可

2025202420232022202120202019

競合校の
設定・分析

●競合校設定に関する分析内容（新設組織との類似性、誰に訴求
するか等）を具体的な観点を示した上で、説明すること。
●競合校との類似性や新設組織の優位性等について説明すること。

＊文部科学省「学生確保の見通しに関する審査【令和７年度開設審査からの変更点】」

※2025年開設以降
（2023年10月申請以降）

【図表2】学生確保の見通しに関する審査で
申請者が説明する内容（概要） 

●学生募集のためのＰＲ活動について、既設の組織で取り組んでいる
場合はその実績を分析させ、新設組織で同様の取組を実施した場合
に見込まれる入学者数を提示すること。

●説明項目及び内容を整理し、順序を改めること。
●最低限求めるデータを明示するとともに、その書式を統一すること。
（例）新設組織が置かれる都道府県への入学状況
　　既設学科等の入学定員充足状況（直近５年間）
　　既設学科等の学生募集のためのＰＲ活動の過去の実績 等

学生確保の
取組の効果

入学意向に
関する
アンケート調査
（主に高校２年生
を対象）

その他

●学校基本調査等のデータを用いて、どの都道府県からどの程度の大学等
進学者が見込まれるか分析の上、学生募集地域の妥当性を説明すること。
●アンケートにおいて５つの設問（①進路希望、②設置者、③興味の
ある学問分野、④受験意向、⑤入学意向）及び選択肢を指定し、それ
らのクロス集計結果による分析を行い、その結果を説明すること。

多様な観点の分析による学生確保の見通しと
適切な財務計画やリスクシナリオが検討されているか？

＊文部科学省「大学等設置等に係る寄附行為（変更）認可後の財政状況及び
施設等整備状況調査結果」（２０１９～2023年）

【図表3】ＡＣで指摘が付された法人

緑は経常的な収支が継続してマイナス（赤
字）となっていることから、収支の改善を図
り、経営基盤の安定を求める指摘が付され
た法人

収支の改善の指摘 定員充足率改善の指摘
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緑は入学定員の未充足（0.7倍未満）の学
科※について、健全な法人経営の観点から
改善等を求める指摘が付された法人
※新設学科だけではなく、既設の学科も対象
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